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は じ め に

この冊子は、令和３年度中に静岡県交通事故相談所が取り扱った交通事故相談内容のほか、

市町交通事故相談窓口が受け付けた相談件数等を取りまとめたものです。

令和３年中に本県内で発生した人身交通事故は、発生件数19,382件（対前年比▲1,285

件、▲6.2%)、死者数89人（対前年比▲19人 、▲17.6%）、負傷者数24,408人（対前

年比▲1,952人、▲7.4%)で、発生件数、死者数、負傷者数がいずれも減少しました。

事故発生件数は全国でワースト6位、交通事故死者はワースト10位と、全国でも交通事

故発生件数や交通事故死者の多い県となっています。

静岡県交通事故相談所における令和3年度の交通事故相談受理件数は441件（対前年比

▲106件、▲19.4%）でした。

主たる相談内容別に見ると、示談の仕方(161件)、過失の程度(49件)、後遺症(45件)、

損害賠償額の算定(42件)、保険会社関連(33件)、となっています。

静岡県交通事故相談所は、このような相談者の声に適切に対応するため、顧問弁護士（知

事委嘱）と緊密な連携を図り、迅速かつ的確にアドバイスを行う等、相談事案の早急な解決

と相談者の信頼確保に努めています。

また、相談員の専門的実務能力の研鑽、向上のため、総合支援研修会(国土交通省開催)等へ

の当所相談員の参加、市町相談員に対する研修会の開催なども実施しております。

当相談所では、加害者の賠償資力が乏しい等のために賠償を受けられずに困窮している方

や、後遺障害に苦しんでいる方の社会保障制度上の援護措置や交通事故被害者救済のための

諸制度を可能な限り活用し、被害者やその家族の福祉の向上を図るため、県民の身近な交通

事故相談窓口として対応しておりますので、今後とも御支援、御協力をよろしくお願いいた

します。

令和４年6月

静岡県くらし・環境部 くらし交通安全課

静 岡 県 交 通 事 故 相 談 所



Ⅰ 　交 通 事 故 相 談 状 況

1　県交通事故相談所の概況

  (1)　県交通事故相談所の開設状況

　　　次のとおり交通事故相談所を設置して、交通事故に関連する相談業務を行って

　   いる。

名　　　称 所　　在　　地 構　　　　　成

静岡市駿河区南町14-1 水の森ビル3階 所　　長 (中部県民生活センター所長兼務)

静 岡 県 中部県民生活センター内 所長補佐 (同　上　次長兼務)

交 通 事 故 相 談 所 　　　　  電話　054-202-6000 交通事故相談員　　　　　     　3名

　　　　 FAX　054-202-6018 交通事故相談所顧問弁護士　   20名

開 設 時 間
月曜日から金曜日まで

（祝日、振替休日、年末年始を除く）
午前9時から午後4時まで

（受付は午後3時30分まで）

　※　顧問弁護士は、静岡県弁護士会に所属する弁護士の中から知事が委嘱する弁護

　　士である。

　※　顧問弁護士による立会い相談は、交通事故相談所において毎月第1・第2・第３

　　木曜日の午後１時から午後３時まで予約制で実施している。

  (2)　巡回交通事故相談所の開設状況

      市町に出張して行う巡回相談は、原則として交通事故相談所を設置している市

   町を除き、各市町の要望を踏まえて作成した年間の「巡回交通事故相談実施計画」

   に基づき行っている。

   　なお、開設場所は市町庁舎とし、相談時間は原則午前10時から午後3時までと

　している。
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面接 9 2 9 6 4 3 1 2 5 5 1 3 50 85 ▲ 35

電話 33 30 31 28 27 40 37 26 30 30 27 28 367 443 ▲ 76

文書 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 4 3 2 2 0 0 0 3 3 1 3 24 19 5

45 36 43 36 33 43 38 28 38 38 29 34 441 547 ▲ 106

2　県交通事故相談所における相談受理状況

  (1)  相談件数（前年度との比較）

(単位：件)

面　接　相　談

本　所 巡　回

令和 3 年度 50 24 367 0 441

令和 ２ 年度 85 19 443 0 547

増　　　減 ▲ 35 5 ▲ 76 ▲ 106

令和3年度の構成率(％) 11.3 5.5 83.2 0 100.0 

▲印は減少を示す。（以下同じ）

　※　令和3年度の相談件数441件は、前年度比１06件減少である。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                      　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　面接相談、電話相談とも相談件数が減少した。　

　※　相談区分の構成率は、面接(本所・巡回)相談が16.8％、非面接(電話・文書)相談が

　　83.2％となっている。

　※　令和3年度に全国で受理した相談件数は、合計23,318件である。

　　内訳は、面接相談が3,616件（本所・支所2,855件、巡回761件)、非面接（電話

　　・文書）19,702件であった。

　※　令和3年度の相談員１人当たりの取扱件数(平均)は、全国118件（静岡県147件）

　　 であった。

　

　※　相談内容の複雑化に伴い、新規面接相談の所要時間は、概ね１時間～２時間位で

      あった。

　(2)  月別相談状況

(単位：件)

巡　　　回

計

区　　　　　分 電　　　話 文　　　書 計

件
数

区　　分　 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月
3年度

計
前年
度計

差

本
所
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（単位：件、人、％）

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3

1,570 1,278 1,384 1,372 1,211 931 760 685 547 441

48,333 45,838 43,783 42,686 41,358 39,481 36,874 32,592 26,468 24,497

3.2 2.8 3.2 3.2 2.9 2.4 2.1 2.1 2.1 1.8

ウ　平成24年度以降の相談区分別状況の推移

面接 継続 計 面接 継続 計 面接 継続 計
124 310 434 43 80 123 167 390 557 1,012 1 1,570

(10.6) (24.8) (35.5) (64.5) (0.1) (100%)

101 200 301 45 57 102 146 257 403 875 0 1,278
(11.4) (20.1) (31.5) (68.5) (0) (100%)

128 229 357 28 44 72 156 273 429 955 0 1,384
(11.3) (19.7) (31.0) (69.0) (0) (100%)

110 217 327 26 33 59 136 250 386 982  4 1,372
(9.9) (18.2) (28.1) (71.6) (0.3) (100%)

103 180 283 27 26 53 130 206 336 873 2 1,211
(10.7) (17.0) (27.7) (72.1) (0.2) (100%)

55 107 162 24 33 57 79 140 219 712 0 931
(8.5) (15.0) (23.5) (76.5) (0) (100%)

58 91 149 14 14 28 72 105 177 582 1 760
(9.5) (13.8) (23.3) (76.6) (0.1) (100%)

61 64 125 14 2 16 75 66 141 543 1 685
(10.9) (9.6) (20.6) (79.3) (0.1) (100%)

58 46 104 443 0 547
(10.6) (8.4) (19.0) (81.0) (0) (100%)

35 39 74 367 0 441
(7.9) (8.8) (16.8) (83.2) (0) (100%)

(　)内は構成率を示す。

　(3)　相談件数の年度別推移（事故死傷者数を含む）

　　 ア　平成24年度～令和3年度の相談件数と交通事故死傷者数

　　 イ　年度別相談率の状況

区　　　分 

A　相  談  件  数

B 交通事故死傷者数

Ａ／Ｂ　％

※　県内14市町相談所(相談件数584件)を含めた県全体の相談件数は合計1,025件で、

　全交通事故死傷者数に対する相談所への相談率は4.2％ (前年度4.8％)であった。

面接相談

本所 巡回 計年　度　

電
話
相
談

文
書
相
談

合
計

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

元

2 46 39 85 12 7 19

3 27 23 50 8 16 24

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
(件)

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3年度

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

(人)

-3 -



（単位：件）

死　　　亡 傷　　　害 物　　　損 そ　の　他 計

2 32 1 0 35

3 35 1 0 39

5 67 2 0 74

(単位：件)

死　　　亡 傷　　　害 物　　　損 そ　の　他 計

5 67 2 0 74

5 285 77 0 367

0 0 0 0 0

10 352 79 0 441

　(4)　面接相談の事故種別新規・継続別状況（令和3年度）（巡回相談を含む）

区　　　分

新　　　規

継　　　続

計

　※　全面接相談(巡回相談を含む)の、新規相談は35件(47.3％)で、継続相談は

　　 39件 (52.7％)であった。

　(5) 事故種別の相談状況（令和3年度）

　　 ア　事故種別相談状況

(   )内は、構成率を示す。

　　 イ　事故種別、相談区分別状況

区　　　分

面　　　接

電　　　話

文　　　書

計

総　数
441（100.0％） 傷　害

446（81.5％）

物　損
90件（16.5％）

死　亡
10件（1.8％）
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賠

償

責

任

者

賠

償

額

の

算

定

過

失

の

程

度

示

談

の

仕

方

示

談

解

決

後

の

変

更

取

消

債

務

不

履

行

自

賠

責

請

求

等

労

災

・

社

会

保

険

の

使

用

訴

訟

・

調

停

の

利

用

後

遺

症

時

効

生

計

維

持

・

支

援

援

助

等

援

護

措

置

利

用

保

険

会

社

関

連

そ

の

他

計

1 42 49 161 0 10 23 23 12 45 0 0 0 33 42 441

0.3 9.5 11.1 36.5 0.0 2.3 5.2 5.2 2.7 10.2 0.0 0.0 0.0 7.5 9.5 100.0 

　(6)  被害者、加害者別状況（令和3年度）

　　※　被害者、加害者の区分は、相談者の申立によるものである。

　(7)  相談内容別状況（主たる相談）（令和3年度）

　　　 相談要旨別状況 （単位　件、％）

区

分

件数

％

　　※　その他は、事故に係る全般的な相談及び、刑事・行政処分等についての照会

　　　や保険会社担当者に対する苦情等に関するものである。

総  数
441件(100.0%)

被害者　
458件 （83.7％）

加害者
89件（16.3％）
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  129     62     30     66     63     55     19     10       7      441 

29.2 14.0 6.8 15.0 14.3 12.5 4.3 2.3 1.6 100.0 

  116     44     17     37     35     24       7       7       7      294 

39.4 14.9 5.8 12.6 11.9 8.2 2.4 2.4 2.4 100.0 

　

    13     18     13     29     28     31     12       3 　　0      147 

8.8 12.3 8.8 19.7 19.1 21.1 8.2 2.0 0.0 100.0 

    24     25     26     27     28     29     30  元 2 3

    25     26     26     17     25     22     13     12       9          7 

    47     45     33     27     30     27     14     14     12          9 

1.9 1.7 1.3 1.6 1.2 1.2 1.1 1.2 1.3 1.3 

　(8)　事故発生から相談日までの期間経過の状況(令和3年度)

 　　ア　全相談事案

件　　数

％

　　　※　経過期間は、事故発生日から初回相談日及び2回目以降の継続相談日まで

　　　　の経過期間である。

　　　※　発生日後3ヶ月以内の相談件数は221件(50.1％)である。

　　 イ　新規相談事案

件　　数

％

　　　※　新規相談294件の内、214件(72.8%)が６ヶ月以内に相談所を利用してい

　　　　る。

　　 ウ　継続相談事案

件　　数

％

　　　※　継続相談147件のうち、6ヶ月を超えている74件(50.3％)の相談内容

　　　　は、損害賠償額の算定、提示された損害賠償額や過失割合に対する不服、後

　　　　遺障害の等級認定に対する異議の申立て等、紛争事案に発展する可能性を含

　　　　んだ事案が多かった。

　(9)　巡回相談(面接)の実施状況

　　 ア　巡回相談(面接)状況の推移（平成24年度～令和3年度） 　　　  (単位：回、件)

年　　度

実施回数

処理件数

1回当たり件数

　　　※　年間計画に基づき、市部4回、町部3回、計7回開設し、9件の面接相談

　　　　を受理した。

区　　　分　
1ヶ月
以内

2ヶ月
以内

3ヶ月
以内

6ヶ月
以内

１年
以内

2年
以内

3年
以内

3年
以上

不明 計

区　　　分　
1ヶ月
以内

2ヶ月
以内

3ヶ月
以内

6ヶ月
以内

１年
以内

2年
以内

3年
以内

3年
以上

不明 計

区　　分　
1ヶ月
以内

2ヶ月
以内

3ヶ月
以内

6ヶ月
以内

１年
以内

2年
以内

3年
以内

3年
以上

不明 計
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回数 相談件数

1(1) 2

1(3) 1

0(3) 0

1(3) 1

0(3) 0

0(4) 0

0(2) 0

0(4) 0

1(3) 2

1(6) 1

0(3) 0

2(3) 2

7(38) 9

　　　イ　巡回交通事故相談（面接）の実施状況（令和3年度）

実施月 実　施　市　町　名

4月  函南町

5月 熱海市(牧之原市・伊豆の国市)

6月 (伊東市・伊豆市・湖西市)

7月 函南町(牧之原市・熱海市)

8月 (菊川市・小山町・伊豆の国市)

9月 (伊東市・牧之原市・熱海市・吉田町)

10月 (函南町・伊豆市)

11月 (熱海市・牧之原市・御前崎市・伊豆の国市)

12月 森町(伊東市・松崎町)

1月 牧之原市(菊川市・函南町・湖西市・熱海市・下田市)

2月 (伊豆市・吉田町・伊豆の国市)

3月 牧之原市・熱海市(伊東市)

計

　　　※　巡回相談の開催市町の相談回数は、熱海市、牧之原市、函南町が2回、森町が

　　　　１回である。

　　　※　実施市町名、回数欄の（　）内は、年当初の計画市町、予定回数である。

　(10)　相談者の居住地別状況（令和3年度）

  　　　　相談者の居住地別状況は、10頁第2表「相談者の居住地別相談件数」のと

　　　  おりである。
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面接 継続 面接 継続

死　亡 1 2 1 1 5 0 10

傷　害 25 20 7 15 285 0 352

物　損 1 1 0 0 77 0 79

その他 0 0 0 0 0 0 0

3年計 27 23 8 16 367 0 441

2年計 46 39 12 7 443 0 547

増    減 ▲ 19 ▲ 16 ▲ 4 9 ▲ 76 0 ▲ 106

 

新規 継続

116 13  

44 18

17 13

37 29

35 28

24 31

7 12

7 3

7 0

294 147

主たる相談 従たる相談 主たる相談

1 0 12
42 2 0
49 7 0

161 16 33
0 0 45

10 0 0

23 10 42

23 5 441

３　交通事故の相談形態別等統計（令和3年度）

　　県交通事故相談所の相談統計

　　　　　　　　　　　　第１表　交通事故相談の状況

 

　○　第1表-1　面接・非面接の状況

(単位：件）

当　　所 巡　　回

　○　第1表-2　事故から相談までの期間

(単位：件)

期　　間

1ヶ月以内

2ヶ月以内

3ヶ月以内

6ヶ月以内

1年以内

2年以内

3年以内

3年以上

不　明

計

合　計 441

　○　第1表-3　相談内容別

(単位：件)

区　　　　分 区　　　　分 従たる相談

賠 償 責 任 者 訴 訟 ・ 調 停 の 利 用 10
賠 償 額 の 算 定 生 計 の 維 持 0
過 失 の 程 度 援 護 措 置 利 用 0
示 談 の 仕 方 保 険 会 社 関 連 29
示談解決後の変更取消 後 遺 症 10

債 務 不 履 行 時 効 0
自 賠 責 請 求 等 そ の 他 36
労災・社会保険の使用 計 125

区　　分
電
話

文
書

計  

 
相　

談　

件　

数
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366 83.7%

75 16.3%

441 100%

3

5

32

65

35

70

14

※　前年度の弁護士指導は36件である。 48

272

　○　第1表-4　相談要旨 　○　第1表-5　相談者別

　　　　　　(単位：件） (単位：件）

賠 償 問 題 436 被 害 者

自 転 車 問 題 0 加 害 者

そ の 他 5 計

計 441 ※　相談者の男女別では、

※  賠償問題の占める割合は、          男 220人(49.9%）

   98.9％である。          女 221人(50.1%）

　○　第1表-6　相談処理別 　○　第1表-7　広報効果

(単位：件） (単位：人）

弁 護 士 会 あ っ せ ん 10 県 広 報

交通事故紛争処理センター 8 市 ・ 町 広 報

法 テ ラ ス 1 県発行チラシ

そ の 他 1 県 ホ ー ム ペ ー ジ

計 20 警 察

市 町 紹 介

アドバイザー（弁護士)の指導助言 36 知 人

そ の 他

計

　○　他機関交通事故相談等利用状況（令和3年度）

（単位：件）

(公財)交通事故紛争処理センター静岡相談室 267

(公財)日弁連交通事故相談センター静岡相談所 125

広
報
活
動

そ
の
他
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新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続

19 20 0 1 130 0 170 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 27 0 27 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 10 0 10 0 0 3 2 4 0 9

0 0 2 4 7 0 13 0 0 0 0 1 0 1

0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 4 0 4

1 0 0 0 14 0 15 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 5 0 5 0 0 0 0 8 0 8

1 0 0 0 11 0 12 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 30 0 30 0 0 0 6 0 0 6

0 0 0 0 3 0 3 0 0 0 0 3 0 3

2 1 0 0 8 0 11 0 0 0 0 30 0 30

0 0 0 0 6 0 6 27 23 8 16 367 0 441 

3 2 0 0 23 0 28

0 0 0 0 7 0 7

0 0 0 0 5 0 5

0 0 0 0 3 0 3

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 3 0 3

0 0 0 0 6 0 6

0 0 0 3 1 0 4

0 0 0 0 4 0 4

0 0 0 0 7 0 7

0 0 3 0 5 0 8

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 1 0 1

1 0 0 0 0 0 1

第2表　相談者の居住地別相談件数（令和３年度）

                                                                                                                                             (単位：件)

区分 面接 巡回 区分 面接 巡回

市町名 市町名

静 岡 市 松 崎 町

浜 松 市 西 伊 豆 町

沼 津 市 函 南 町

熱 海 市 清 水 町

三 島 市 長 泉 町

富 士 宮 市 小 山 町

伊 東 市 吉 田 町

島 田 市 川 根 本 町

富 士 市 森 町

磐 田 市 他 県

焼 津 市 不 明

掛 川 市 計

藤 枝 市 　備　考

御 殿 場 市 　　　　○　他県の状況

袋 井 市 愛 知 県 2

下 田 市 埼 玉 県 1

裾 野 市

湖 西 市

伊 豆 市

御 前 崎 市

菊 川 市

伊豆 の国 市 計 3

牧 之 原 市

東 伊 豆 町

河 津 町

南 伊 豆 町

電　

話

文　

書
計

電　

話

文　

書
計
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　　 本冊子９頁記載「広報効果」のとおり、272人（92.5％）が上記の広報活

　　 動によるものであった。

４　広　　報

　(1)　県交通事故相談所・巡回交通事故相談所開設広報

　 　○　県のホームページへ県交通事故相談所の概況及び巡回交通事故相談の日

　　　 時、会場等を掲載し、幅広く利用の呼びかけを行った。

　　 ○　県くらし交通安全課所管ＳＮＳアカウント等により、県交通事故相談所

　　　 の概況及び巡回交通事故相談の日時、会場を周知し利用を呼びかけた。

　　 ○　広聴広報課所管ＳＮＳアカウント等で、県交通事故相談所の利用案内及

　　　 び巡回交通事故相談の開設情報を広報した。

　　 ○　「静岡県交通事故相談所をご利用下さい」のチラシを、県下の市、町、

　　　 警察署、自動車安全運転センター、その他の行政機関等に配布し利用を呼

　　　 びかけた。

　　 ○　県庁内掲示板で、交通事故相談所の相談事例等を掲載し、相談する機会

　　　 のきっかけを提供した。

　(2)　広報効果　

　　 　広報効果を確認するため、新規相談者294人に対して調査を行ったところ　
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　市　　町　
　相 談 所　

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 計

静 岡 市 17 9 14 8 9 10 12 7 8 9 8 8 119 141 ▲ 22

浜 松 市 23 17 28 22 12 20 19 14 14 24 17 20 230 234 ▲ 4

沼 津 市 2 2 0 1 1 0 0 1 2 2 3 2 16 20 ▲ 4

島 田 市 0 0 0 1 2 1 0 1 0 0 1 1 7 25 ▲ 18

富 士 市 4 3 0 2 4 3 2 3 5 2 3 2 33 38 ▲ 5

富士宮市 3 0 1 0 2 0 1 2 3 0 1 2 15 20 ▲ 5

磐 田 市 0 6 3 6 3 1 3 4 2 3 0 1 32 61 ▲ 29

掛 川 市 1 1 0 0 2 1 3 1 1 5 2 8 25 26 ▲ 1

三 島 市 3 2 7 2 4 3 1 2 3 0 3 1 31 26 5

御殿場市 2 1 3 4 4 1 2 0 7 2 3 4 33 42 ▲ 9

裾 野 市 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 2 13 ▲ 11

焼 津 市 4 2 3 2 5 1 4 1 3 1 1 2 29 36 ▲ 7

清 水 町 1 2 1 2 0 0 0 0 1 1 1 1 10 8 2

長 泉 町 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 8 ▲ 6

合  計 61 45 60 50 48 41 48 37 50 49 43 52 584 698 ▲ 114

５　14市町交通事故相談所の相談統計（令和３年度）

　(1)　14市町交通事故相談所の相談状況（月別）

(単位：件)

３　年　度
２　　

年度

前年度　　
との  　　 

対   比
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相談所

居住地

静 岡 市 117 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 117 

浜 松 市 0 230 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 230 

沼 津 市 0 0 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 

熱 海 市 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

三 島 市 0 0 0 0 0 0 0 0 21 0 0 0 0 0 21 

富士宮市 0 0 0 0 0 15 0 0 0 0 0 0 0 0 15 

伊 東 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

島 田 市 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 

富 士 市 0 0 0 0 33 0 0 0 0 0 0 0 0 0 33 

磐 田 市 0 0 0 0 0 0 32 0 0 0 0 0 0 0 32 

焼 津 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 29 0 0 29 

掛 川 市 0 0 0 0 0 0 0 25 0 0 0 0 0 0 25 

藤 枝 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

御殿場市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 33 0 0 0 0 33 

袋 井 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

下 田 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

裾 野 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 

湖 西 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

伊 豆 市 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

御前崎市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

菊 川 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

伊豆の国市 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

牧之原市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

東伊豆町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

河 津 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

南伊豆町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

松 崎 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

西伊豆町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

函 南 町 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 

清 水 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 10 

長 泉 町 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 2 5 

小 山 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

吉 田 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

川根本町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

森 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

他 県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

不 定 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

計 119 230 16 7 33 15 32 25 31 33 2 29 10 2 584 

　(2)　14市町交通事故相談所の相談者居住地別状況     

 (単位：件)

静
岡
市

浜
松
市

沼
津
市

島
田
市

富
士
市

富
士
宮
市

磐
田
市

掛
川
市

三
島
市

御
殿
場
市

裾
野
市

焼
津
市

清
水
町

長
泉
町

計
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Ｃ
Ｂ

件 人 人 人 人 ％

県 計 19,382 24,497 441 584 1,025 

静 岡 市 3,507 4,232 170 117 287 

浜 松 市 5,375 6,802 27 230 257 

沼 津 市 1,131 1,412 10 16 26 

熱 海 市 167 233 13 1 14 

三 島 市 429 537 1 21 22 

富 士 宮 市 600 763 15 15 30 

伊 東 市 270 358 5 0 5 

島 田 市 431 531 12 7 19 

富 士 市 1,230 1,496 30 33 63 

磐 田 市 959 1,258 3 32 35 

焼 津 市 729 905 11 29 40 

掛 川 市 620 806 6 25 31 

藤 枝 市 669 884 28 0 28 

御 殿 場 市 352 452 7 33 40 

袋 井 市 513 659 5 0 5 

下 田 市 76 96 3 0 3 

裾 野 市 191 262 0 2 2 

湖 西 市 219 280 3 0 3 

伊 豆 市 117 163 6 1 7 

御 前 崎 市 99 127 4 0 4 

菊 川 市 175 224 4 0 4 

伊豆の国市 212 271 7 3 10 

牧 之 原 市 149 181 8 0 8 

東 伊 豆 町 47 53 0 0 0 

河 津 町 22 29 1 0 1 

南 伊 豆 町 20 23 1 0 1 

松 崎 町 12 16 0 0 0 

西 伊 豆 町 14 16 0 0 0 

函 南 町 165 208 9 2 11 

清 水 町 196 243 1 10 11 

長 泉 町 203 258 4 5 9 

小 山 町 58 84 0 0 0 

吉 田 町 124 157 8 0 8 

川 根 本 町 23 31 0 0 0 

森 町 54 68 6 0 6 

他 県             -             - 3 0 3 

不 明             -             - 30 2 32 

東 名 高 速 224 379             -             -             -

６　市町別交通事故発生状況と相談者の居住地別相談件数（令和３年度）

県相談所及び市町相談窓口が取扱った居住地別相談件数

4.2 

6.8 

3.8 

1.8 

6.0 

4.1 

3.9 

1.4 

3.6 

4.2 

2.8 

4.4 

3.8 

3.2 

8.8 

0.8 

3.1 

0.8 

1.1 

4.3 

3.1 

1.8 

3.7 

4.4 

0.0 

3.4 

4.3 

0.0 

0.0 

5.3 

4.5 

3.5 

0.0 

5.1 

0.0 

8.8 

                 -

                 -

                 -

市 町
人身件数
（Ａ）　　　　　　　　　

死傷者数
（Ｂ） 県　 市町 計（Ｃ） 相談率（ ）
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全　国 静岡県 全　国 静岡県 全　国 静岡県

305,196 19,382 2,636 89 362,131 24,408

309,178 20,667 2,839 108 369,476 26,360

数 ▲ 3,982 ▲ 1,285 ▲ 203 ▲ 19 ▲ 7,345 ▲ 1,952

率 ▲ 1.3 ▲ 6.2 ▲ 7.2 ▲ 17.6 ▲ 2.0 ▲ 7.4

３　年 836.2 53.1 7.2 0.2 992.1 66.9 

２　年 844.7 56.5 7.8 0.3 1,009.5 72.0 

241.9 533.5 2.1 2.4 287.1 671.8 

７　交通事故の発生状況（令和３年）

件　　数 死者数 負傷者数

３　　年

２　　年

人口10万人当たり

　注：人口は、総務省「令和２年10月1日現在人口推計」による。

　　　全国の人口　 　126,146,000人

　　　静岡県の人口  　　3,633,000人

区　　　　　　　分　

比　較
増　減

一　日
平　均

本　

年　

累　

計
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－16－

Ⅱ 資 料

１ 本県における交通事故相談所設置の経緯

昭和37年５月10日、本県は「交通安全県」の宣言を行い、県民総ぐるみで交通事故防止に

立ち上がった。昭和39年４月１日、企画調整部調整課で交通安全事務を始め、翌40年４月１

日付けで同課内に交通安全対策室を設置した。

それまで交通事故相談は、県弁護士会の交通事故処理委員会が行っていたが、昭和40年４月

から県交通安全協会も県弁護士会に委嘱し、協会員の相談を主とし、一般相談もこれに準じて行

ってきた。

経済の高度成長とレジャーブームにより、自動車保有者の激増に連れて交通事故も増加し、早

急な被害者救済対策が望まれるようになってきた。

昭和41年１月 28日付け警察庁交通局長通達に基づき、県内の各警察署に交通相談係が配置

された。また、事故発生率の高い静岡・浜松・沼津・清水の４市が昭和41年度中に、交通事故

相談所を設置し、一方では弁護士無料法律相談や、移動県民相談室を県内各所で行い、被害者救

済に取り組んできた。

昭和42年３月 31日付け自治事務次官通達によって、県や市町村に交通事故相談組織の設置

が指示され、続いて内閣総理大臣官房陸上交通安全調査室が昭和42年７月１日までに全国50

か所に交通事故相談所設置を措置し、同日付け総理府総務庁長官通達で「交通事故相談所運営要

領」が示された。そこで、本県も昭和42年 10月 13日、「交通事故相談所設置要綱」「同運営

要領」等を定めるとともに、前記の調整課内に交通事故相談所を開設し、所長は交通安全対策室

長兼務で調整課長を充てた。

昭和43年４月１日、調整課から交通安全対策室が分離独立し、相談所も県庁本館２階玄関脇

に移った。昭和43年４月１日の県機構改革で交通安全対策室は警察本部に移管され、同時に、

行政組織規則をもって交通事故相談所長には広報課長を充てる一方、昭和42年制定の設置要綱、

運営要領を廃止し、新たに「交通事故相談所運営要綱」を定めた。

昭和57年１月４日、それまで県庁西館２階の県民相談室に同居していた交通事故相談所は、

県庁本館の耐震補強工事に伴う部屋替えで、新しく設置した中部県民サービスセンター（JR静岡

駅東側）の建物内に移転し、昭和63年４月１日の機構改革により企画調整部の所属になり、平

成３年４月１日機構改革に伴い、静岡市有明町、静岡総合庁舎内に移転した。

平成３年６月５日から、相談者の便宜を図るため中部行政センター黒金分庁舎（JR静岡駅東側）

において相談業務を行った。平成７年４月１日機構改革により、生活・文化部県民生活課交通安

全対策室の所属となった。さらに平成11年４月１日機構改革により、生活・文化部県民生活総

室交通安全対策室の所属となった。

さらに、平成17年 4月 1日の機構改革により、名称が中部県行政センターから中部県民生活

センターに変わり、同年6月27日黒金分庁舎（ＪＲ静岡駅東側）から、ＪＲ静岡駅南口の水の

森ビル３Ｆへ移転した。その後平成19年 4月1日の機構改革により、所属が生活・文化部から

県民部県民生活局交通安全対策室となった。さらに、平成20年4月1日の機構改革によりくら

し交通安全室と名称を変更した。その後、平成2２年4月1日の機構改革により、くらし・環境

部県民生活局くらし交通安全課となった。

現在、県内の市役所、町役場における交通事故相談所は、静岡市(3 か所）・浜松市・沼津市・

三島市・富士市・富士宮市・御殿場市・裾野市・焼津市・島田市・掛川市・磐田市と清水町・長

泉町の12市２町、計16か所に設置され相談業務が行われている。
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２ 静岡県交通事故相談所運営要綱

（目的）

第１条 静岡県交通事故相談所（以下「相談所」という。）は交通事故被害者対策に重点をおき、静

岡県行政組織規則（以下「組織規則」という。）に定める交通事故に係る相談、交通事故被害者援

護活動に関し、これを公正適正に解決するための教示及び指導並びに関係機関等へのあっせん等

を行い、交通事故被害者等の救済に寄与することを目的とする。

（事務の内容と実施の基準）

第２条 組織規則に定める事務は、次の基準により実施するものとする。

(1) 交通事故相談は、死亡、重傷、又は後遺症等重大被害を受けた者又は家族に重点をおいて実

施するものとし、特に賠償問題に関する相談事案は事故状況その他の事実関係の十分な調査資

料に基づいて、適切な指導、助言を行うこと。

(2) 賠償問題に関する相談事案の処理に当たっては当事者間の示談交渉そのものに介入しないこ

と。

(3) 賠償問題に関する相談事案で、訴訟、調停等の司法手続きによらなければ問題の解決が困難

と認められるに至ったものについては、利用可能な諸司法手続きを一般的に教示するにとどめ、

財団法人日弁連交通事故相談センター、日本司法支援センター、財団法人交通事故紛争処理セ

ンター等にあっせんすること。

(4) 更生問題に関する相談事案について、更生の方途、各種社会福祉制度の利用等につき指導助

言するとともに、必要に応じて福祉事務所、公共職業安定所、社会福祉協議会等にあっせんを

行うこと。

(5) その他の被害者等の一身上の問題についても、できる限りの相談に応じること。

(6) 交通事故相談実施後においても、なお補完的な指導を求められたものについては市町、民生

委員又は人権擁護委員等に連絡し、補完的な指導を行う等の協力を求めること。

(7) 市町の行う交通事故相談の指導援助及び交通事故相談員の研修等を実施するものとする。

(8) 交通事故被害者援護についての広報を行うものとする。

（巡回相談）

第３条 交通事故被害者の利便を図るため、必要に応じて巡回相談を実施するものとする。

（交通事故相談日等）

第４条 交通事故相談は、来所者に対して行うことを原則とし、次の各号に掲げる日を除き、毎日

これを行う。

(1) 日曜日及び土曜日

(2) 祝祭日

(3) １２月２９日から翌年１月３日までの日（前２号で掲げる日を除く。）

２ 相談時間は、午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までとする。

３ 相談は無料とする。

（交通事故相談員）

第５条 第２条の事務を行わせるため、相談所に主任交通事故相談員（以下「主任相談員」

という。）、交通事故相談員（以下「相談員」という。）その他の職員をおく。

２ 主任相談員は、所掌事務を整理し、所長を補佐する。

３ 主任相談員及び相談員は、非常勤とし、知事が任用する。
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（顧問弁護士）

第６条 相談所に顧問弁護士（以下「弁護士」という。）をおく。

２ 弁護士の行う事務は、次のとおりとする。

(1) 法律知識を必要とする相談

(2) 交通事故相談員に対する法律上の指導助言

３ 前項の弁護士は、静岡県弁護士会に所属する弁護士の中から知事が委嘱する。

４ 弁護士の相談日は、毎月３回（第一・第二・第三木曜日）とする。ただし、当日が休日のとき

は第四又は第五木曜日とする。

５ 弁護士の相談時間は、午後１時から午後３時までとする。

（相談票の作成）

第７条 交通事故相談員は、相談事案１件ごとに、相談内容の概要及びその処理事績を明ら

かにした相談票を作成するものとする。

（庶務）

第８条 相談所の庶務は、中部県民生活センターにおいて所管する。

附 則

１ この要綱は昭和44年４月１日から施行する。

２ 静岡県交通事故相談所設置要綱（昭和42年 10月 13日制定）及び静岡県交通事故相談所運

営要綱（昭和42年10月 13日制定）は廃止する。

附 則

この要綱は、平成４年８月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成16年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成17年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成20年７月１日から施行し、平成20年４月１日より適用する。

附 則

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。



第４章　出先機関

第２節　くらし・環境部関係出先機関

第２款　交通事故相談所

２　交通事故相談所の所掌事務は、次のとおりとする。

(1) 交通事故に係る相談に関すること。

(2) 交通事故被害者の援護活動に関すること。

第６章　職員の任命

第77条　前章に規定する職の職員は、知事が命ずる。ただし、次の表の左欄に

３　静岡県行政組織規則（一部抜すい）

第17条　交通事故に関する事務を処理するため、静岡県交通事故相談所（以下

　「交通事故相談所」という。）を静岡市駿河区南町に置く。

　掲げる機関の職の職員には、同表の右欄に掲げる職にある者をもって充てる。

交通事故相談所長 静岡県中部県民生活センター所長

      交通事故相談所長補佐 静岡県中部県民生活センター次長
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4 交通事故相談関係機関一覧

○ 県及び14市町交通事故相談所

○ 交通事故相談関連機関

団 体 名 電 話 番 号 備 考

静 岡 県 交通事故相談所 054-202-6000 中部県民生活センター内

静 岡 市 市民局生活安心安全課

054-221-1053

054-287-8698

054-354-2036

葵区役所地域総務課

駿河区役所地域総務課

清水区役所地域総務課

浜 松 市 市民部市民生活課 053-457-2233
市役所 海老塚事務所

くらしのセンター内

沼 津 市 企画部生活安心課市民相談センター
代表

055-931-2500
市役所

三 島 市 環境市民部地域協働・安全課 055-983-2651 市役所

富 士 宮 市 市民部市民生活課 0544-22-1196 市役所

島 田 市 地域生活部生活安心課市民相談係 0547-36-7153
中央町

プラザおおるり内

富 士 市 市民部市民安全課市民相談担当 0545-55-2750 市役所3階 市民相談室

磐 田 市
企画部広報広聴・シティプロモーシ

ョン課市民相談センター
0538-37-2112

市役所 市民相談センター内

交通事故相談室

焼 津 市 くらし安全課 054-626-1133 市役所アトレ庁舎内市民相談室

掛 川 市
危機管理部危機管理課

市民安心係
0537-21-1131 市役所

御 殿 場 市 市民部くらしの安全課 0550-83-1346 市役所

裾 野 市 環境市民部危機管理課 055-995-1817 市役所

清 水 町 くらし安全課 055-973-1111 町役場

長 泉 町 行政課 055-989-5501 町役場

団 体 名 電 話 番 号 備 考

一般社団法人日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター中部 052-308-3081

日弁連交通事故相談センター静岡相談所 054-252-0008

日弁連交通事故相談センター沼津相談所 055-931-1848

日弁連交通事故相談センター浜松相談所 053-455-3009

静岡自賠責損害調査事務所 054-202-5131

一般財団法人静岡県交通安全協会 054-251-4765

県警ふれあい相談室 054-254-9110

交通事故紛争処理センター静岡相談室 054-255-5528

静岡県司法書士会 054-289-3704

日本司法支援センター(法テラス) 0570-078374


